
平成３０年３月２９日
平成２９年度第２回総合教育会議



基本理念及び基本目標
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第２期実施計画の８つの基本政策
基本政策Ⅰ 基本政策Ⅱ 基本政策Ⅲ 基本政策Ⅳ

人間としての在り方

生き方の軸をつくる

学ぶ意欲を育て、

「生きる力」を伸ばす

一人ひとりの教育的

ニーズに対応する

良好な教育環境

を整備する

基本政策Ⅴ 基本政策Ⅵ 基本政策Ⅶ 基本政策Ⅷ

学校の教育力を

強化する

家庭・地域の教育力

を高める

いきいきと学び、

活動するための

環境をつくる

文化財の保護・活

用と魅力ある博物

館づくりを進める
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基本政策Ⅰ
人間としての在り方生き方の軸を
つくる
「自分には、よいところがあると思いますか」という質問に対する
児童生徒の回答の割合

小学５年生

H26

H29

中学２年生

H26

H29
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政策目標
「キャリア在り方生き方教育」をすべての学校で計画的
に推進し、すべての子どもに、社会で生きていくための
能力や態度とともに、共生・協働の精神を育みます。

キャリア在り方生き方ノート

★重点事業★
キャリア在り方生き方教育の推進

・ 引き続き全校で取組を推進

・ 教職員の理解を深める研修実施と
校務用ネットワークを活用した実践の周知

・ 高等学校用ノートの作成と配布
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基本政策Ⅱ
学ぶ意欲を育て、「生きる力」を
伸ばす

「授業がわかる、どちらかといえばわかる」と回答した
児童生徒の割合

小学校６年生 中学校３年生
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政策目標
子どもたちの学ぶ意欲を高め、「確かな学力」「豊かな
心」「健やかな心身」をバランスよく育み、将来の予測
が難しい社会を生き抜くために必要な「生きる力」を確
実に身につけることをめざします。

★重点事業★
新学習指導要領に対応した総合的な学力向上策の実施

★重点事業★
小中９年間を通じた食育の推進

・ 算数・数学の習熟の程度に応じた指導を全校で実施
・ 小学校における英語の教科化等に対応した指導体制の整備

・ 学校給食を活用したさらなる食育の充実
・ 学校における食に関する指導プランの改訂・配布 中学校給食の献立例
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【目指すもの】 誰もが自分らしく暮らし、

自己実現を目指せる地域づくり

【理 念】 人々の意識や社会環境のバリアを

取り除き、誰もが社会参加できる

環境を創出すること

将来を担う子どもが、社会的マイノリティに対して
正しく理解し行動できるようにしていくことが重要

⇒ 学校において、多様性を尊重する社会をつくる
子どもの教育を計画的・体系的に実施

かわさきパラムーブメント
推進ビジョン
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基本政策Ⅲ
一人ひとりの教育的ニーズに対応する
特別支援学級在籍者数の推移 通級指導教室利用者数の推移

いじめ認知件数及び解消率
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政策目標
障害の有無や生まれ育った環境に関わらず、すべての
子どもが大切にされ、いきいきと個性を発揮できるよう、
一人ひとりの教育的ニーズに適切に対応していく教育
（支援教育）を学校教育全体で推進します。

★重点事業★
特別支援教育の推進
・ 特別支援学校と通級指導教室のセンター的機能の強化
・ 医療的ケアを必要とする児童生徒への支援
・ 児童生徒の実態に応じた交流及び共同学習の推進

●児童生徒支援・相談事業

・ 児童支援コーディネーターを中心とした
すべての小学校における児童支援体制の整備推進
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基本政策Ⅳ
良好な教育環境を整備する

小学校 中学校 高校・特別

28,387

172,100

274,856

143,762
103,277 108192

8,159

45,593

184,276

89,990

38,023
63506
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18,300

20,000

70,594

19,305

33142
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築51年以上 築41年～50年 築31年～40年 築21年～30年 築11年～20年 築10年以下

(㎡)

建築年次別学校状況
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政策目標
スクールガード・リーダーや地域交通安全員の配置によ

る子どもたちの見守りや、防災教育を通じた自分の身を守
る教育の推進など、安全教育の推進を図ります。

「学校施設長期保全計画」に基づく改修工事やトイレの
快適化を行い、より多くの学校の教育環境を早期に改善し、
安全・安心で快適な教育環境を整備します。

★重点事業★
学校施設長期保全計画の推進

★重点事業★
学校トイレ快適化の推進

・ 学校施設の長寿命化・再生整備の推進

・ 平成３４年度末の整備完了をめざして
学校トイレの環境整備の推進 快適化された学校トイレ
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基本政策Ⅴ
学校の教育力を強化する

0～５年

30.8%

６～10年

22.7%

11～15年

14.7%

16～20年

9.3%

21～25年

6.3%

26～30年

9.1%

31～35年

5.4%

36年以上

1.7%

平成２９年度在職年数別教員数
（5月1日時点、正規教員のみ、総数5,444人）

・授業、学習指導
・学級経営
・児童生徒指導
・保護者対応
・事務処理 etc.
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政策目標
「地域とともにある学校」づくりを推進しながら、研修

等を通じて教員一人ひとりの資質・能力を育成するととも
に、教員が子どもと向き合う本来的な業務に一層専念でき
る体制を再構築することで、学校の教育力を高めます。

★重点事業★
「チームとしての学校」の体制
整備と学校マネジメント支援の
実施

（文部科学省資料より抜粋）

・ 教職員の勤務実態調査の結果分析
に基づくモデル校での実践

・ 事務支援員や部活動指導員配置に
よる負担軽減の実施
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平成２７年２月 事件発生
教育委員会における検証委員会と全庁的な庁内対策会議を設置し、
「中学生死亡事件に係る庁内対策会議報告書」を公表（H27.8）

中学生死亡事件について

二度とこのような事件を繰り返さないために、全市一体となり
教育・福祉・保健等が連携しながら再発防止に取り組みます

≪事件後の対応の一例≫

✧相談窓口の開設

✧各学校の校内指導体制の点検・強化

✧長期欠席者の調査に基づいた各学校への支援等

✧子どもの居場所に関する取組

✧警察や関係機関相互の連携等取組の強化

✧教育・福祉・保健分野の連携強化
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基本政策Ⅵ
家庭・地域の教育力を高める

核家族世帯の推移（川崎市）

297,525

319,257

341,516

351,736

250,000.0

290,000.0

330,000.0

370,000.0

H12 H17 H22 H27

(世帯)
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政策目標
各家庭における教育の支援や、大人も子どもも学び合い、
育ち合うための環境づくりを通じて、家庭・地域の教育
力の向上を図ります。

★重点事業★
地域の寺子屋事業の推進

地域の寺子屋事業
（週に１回の学習支援）

・ 地域や学校の状況を踏まえて
地域の寺子屋の開講か所を拡大

・ 地域の寺子屋の運営に関わる
人材の確保
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基本政策Ⅶ
いきいきと学び、活動するための
環境をつくる

24.9 26.3 32.4 7.0 8.1 1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う ややそう思う どちらともいえない

あまりそう思わない そう思わない 無回答

「あなたは、自分の知識や技術を、地域や社会に活かしたい
と思いますか」という質問に対する回答の割合
（川崎市総合計画に関する市民アンケート調査（平成28年度））

51.2%
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政策目標
市民の自主的な学びの機会を提供し、地域づくりにつながる学
びや、学びを通じた出会い（「知縁」）を促進するとともに、
地域における生涯学習の担い手を育成していきます。

市民の生涯学習の拠点となる教育文化会館・市民館及び図書館
について、市民サービスの向上に向けた取組を進めるとともに、
施設の長寿命化や学校施設の有効活用などを推進し、学びの場
の充実を図ります。

★重点事業★
地域の生涯学習の担い手を育てる仕組みの構築

★重点事業★
学校施設の有効活用

・ 地域の生涯学習をコーディネートする人材の育成

・ 市民活動の拠点としてのさらなる活用に向けたモデル事業の実施
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基本政策Ⅷ
文化財の保護・活用と
魅力ある博物館づくりを進める
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（件）

（年度）

市内の指定・登録等文化財の件数（国・県・市）

川崎市文化財保護推進キャラクター
シッシー君
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政策目標
「川崎市文化財保護活用計画」に基づき、国史跡橘樹官衙
遺跡群をはじめとする文化財の保護・活用を推進します。

日本民家園及びかわさき宙と緑の科学館の博物館活動の充
実により、各施設のさらなる魅力向上を図り、本市の魅力
として発信します。

★重点事業★
国史跡橘樹官衙遺跡群の
史跡整備の推進

橘樹官衙遺跡群の現地見学会

・ 保存活用計画に基づく取組の推進
（土地の公有地化、活用事業の実施など）

・ 整備基本計画の策定と計画に基づく取組
の推進（整備に向けた基本・実施設計）
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平成３０年３月２９日
平成２９年度第２回総合教育会議

END
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